
雇用保険を受給できない方に 

職職業業訓訓練練とと生生活活保保障障のの充充実実  
～「緊急人材育成･就職支援基金」の創設～ 

 
「緊急人材育成･就職支援基金」により、新たに、雇用保険を受給  

できない方への職業訓練と生活保障のための給付制度が創設されま

した。 
 

 

 

 

 

 

 
 
雇用保険を受給できない方が、ハローワークのあっせんにより 

職業訓練を受講する場合、訓練期間中の生活保障として「訓練･生活

支援給付金」が支給される制度が始まります（平成21年７月末開始

予定）。 

 
以下のすべてに該当する方が対象となります。 
○ ハローワーク所長のあっせんを受けて、基金訓練または公共職業訓練を

受講する方(※) 
○ 雇用保険の求職者給付、職業転換給付金の就職促進手当及び訓練手当を

受給できない方 
○ 世帯の主たる生計者である方（原則、申請時点の前年の状況によります） 
○ 申請時点で年収が２００万円以下、かつ世帯全体の年収が３００万円以

下の方 
○ 世帯全体で保有する金融資産が８００万円以下である方 
○ 現在住んでいるところ以外に土地･建物を所有していない方 

※ 公共職業訓練を受講している方も、要件に該当すれば訓練･生活支援給付金の支給を受けること

ができます。 

訓練・生活支援給付金の支給対象となる方 

新たに実施される職業訓練（基金訓練） 
 
専修・各種学校、教育訓練企業、NPO法人、社会福祉法人、事業主などが、中央職業能 

力開発協会により訓練実施計画の認定を受けて実施する、以下の内容の職業訓練です。 
 
１ 職種に関わりなく再就職に必要なＩＴスキル等（文書作成、表計算･図表作成、プレゼ

ンテーション制作など）を習得するための３か月の訓練 
 
２ 医療、介護･福祉、ＩＴ、電気設備、農林水産業、その他地域で必要とされる人材に求

められる基本能力から実践能力までを習得するための６か月～１年の訓練 

 

（別紙３） 



 
 

職業訓練を受講している間、毎月以下の額が支給されます。(※) 
   被扶養者のいる方    １２万円 

上記以外の方      １０万円 
 

※ 訓練への出席率が８割に満たない場合、それ以後の給付金は支給されません。 
 

※ なお、訓練･生活支援給付金に加えて、希望する方は、さらに、指定

された金融機関における貸付（訓練･生活支援資金融資：被扶養者のい

る方は８万円、それ以外の方は５万円を上限）を利用することができま

す。 
  また、訓練修了６か月後までに６か月以上の雇用が見込まれる就職を

した場合には、貸付額の50％に相当する額の返済が免除されます。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
問い合わせ先： 都道府県労働局職業安定部・ハローワーク 

http://www.mhlw.go.jp/kyujin/hwmap.html  

厚生労働省職業能力開発局能力開発課 
   http://www.mhlw.go.jp/bunya/nouryoku/index.html  

中央職業能力開発協会 
http://www.javada.or.jp/  

１  基金訓練の訓練コースの情報は、７月中旬から順次、ハローワークの窓

口や中央職業能力開発協会のホームページで公表されます。 
 
２  職業訓練を受講するためには、ハローワークにおいてキャリアコンサル

ティングを受けた上で、職業訓練のあっせんを受ける必要があります。 
  再就職のために必要ないとハローワークが判断した場合には、希望した

職業訓練を受講できない場合があります。また、訓練の受講に当たっては、

一定の選考（面接・筆記問題等）が行われる場合があります。 
 
３   訓練･生活支援給付金の支給を受けるためには、職業訓練のあっせんを受

けたハローワークに、申請書類を提出することになります。 
   申請書類の内容や申請期日については、７月中旬以降、ハローワークま

たは職業訓練施設においてお知らせします。 
 
４  技能者育成資金貸付の貸付金を受けている方は、要件を満たせば、事業

開始日以降、貸付金に代えて給付金の支給を選択することができます。 
 
 

訓練･生活支援給付を受給するための手続き等について 
 

訓練･生活支援給付金の支給額 
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